
公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種類
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所

在地
契約締結日 契約の相手方の商号

又は名称及び住所
随意契約によることとした会計法令の根拠条

文及び理由（企画競争又は公募）
予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

（％）
備考

平成28年2月3日 平成28年3月18日

建設コンサルタント

～

新潟空港滑走路中心線灯改良その他工事実施設計外
１件実施設計

支出負担行為担当官

東京航空局長

加藤 敏

東京都千代田区九段南1-1-15

平成28年2月2日
（株）伸和総合設計

6,275,981 6,264,000 99.81%
東京都港区新橋２１１９

再度の入札をしても落札者がなかったため、
会計法第29条の3第5項、予算決算及び会
計令第99条の2の規定を適用し随意契約を
締結したものである。

平成28年2月8日 平成28年3月18日

建設コンサルタント

～

新千歳空港Ａ滑走路中心線灯改良その他工事実施設
計

支出負担行為担当官

東京航空局長

加藤 敏

東京都千代田区九段南1-1-15

平成28年2月5日
（株）総合設備コンサルタント

10,930,859 10,800,000 98.80%
東京都渋谷区幡ヶ谷１３４１４

再度の入札をしても落札者がなかったため、
会計法第29条の3第5項、予算決算及び会
計令第99条の2の規定を適用し随意契約を
締結したものである。

平成28年2月9日 平成28年3月25日

電気通信工事

～

常陸太田航空衛星センター機器撤去再配置工事 支出負担行為担当官

東京航空局長

加藤 敏

東京都千代田区九段南1-1-15

平成28年2月8日
日本電業工作（株）

32,391,448 31,320,000 96.69%
東京都千代田区九段南４７１５

再度の入札をしても落札者がなかったため、
会計法第29条の3第5項、予算決算及び会
計令第99条の2の規定を適用し随意契約を
締結したものである。
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物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所

在地
契約締結日 契約の相手方の商号

又は名称及び住所
随意契約によることとした会計法令の根拠条

文及び理由（企画競争又は公募）
予定価格（円） 契約金額（円） 落札率

（％）
備考

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

新千歳空港国際線旅客ターミナルビル官庁部分改修設
計委託

支出負担行為担当官

東京航空局長

加藤 敏

東京都千代田区九段南1-1-15

平成28年2月5日
北海道空港（株）

13,970,880 13,970,880 100.00%
北海道千歳市美々987-22

本件は、新千歳空港国際線旅客ターミナル
ビルにおける官庁部分の改修に係る設計につ
いて、空港法第11条に基づき当該施設を設
置及び管理する北海道空港株式会社により
実施することとしたことから、会計法第二十九
条の三第四項並びに予算決算及び会計令
第百二条の四第三号により、随意契約を締
結したものである。

高性能ロータリ除雪車（１４６号）走行用ポンプ及びモータ
作動不良緊急修理作業

分任支出負担行為担当官

新千歳空港事務所長

岩根 高幹

北海道千歳市美々新千歳空港内

平成28年2月9日
日通機工（株）

9,086,668 9,072,000 99.84%
北海道札幌市東区北30条東1丁目140

本件は当該高性能ロータリ除雪車の動力伝
達装置主要行製品である走行用油圧ポンプ
及び走行用モータ動作不良により、走行速
度低下に陥ったため修理作業を実施するもの
である。高性能ロータリ除雪車は、当該車両
を含め３台配備されており、運航時間内の滑
走路除雪を２台体制で行うため、健全する高
性能ロータリ除雪車両が不具合により使用
不能となれば、短時間にて除雪作業を求めら
れている中、除雪作業低下による航空機運
航等の空港運用に支障を来すため、早急に
修理完了することが絶対条件であり、技術者
派遣や部品供給について迅速な対応が求め
られたため競争に付することができなかったこと
から、随意契約をおこなったものである。

八丈島ＯＲＳＲ無停電電源設備点検整備 分任支出負担行為担当官

東京空港事務所長

鈴木 昌智

東京都大田区羽田空港3-3-1

平成28年2月4日
東芝電機サービス（株）

3,649,942 3,564,000 97.65%
東京都新宿区西新宿２７１

再度の入札をしても落札者がなかったため、
会計法第29条の3第5項、予算決算及び会
計令第99条の2の規定を適用し随意契約を
締結したものである。
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